
附 属 明 細 書

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

[単位：円］

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失

累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 41¶460¶457 5¶296¶743 ` 46¶757¶200 10¶264¶046 2¶735¶272 ` 36¶493¶154

構 築 物 71¶481¶115 2¶928¶473 617¶901 73¶791¶687 14¶455¶072 4¶381¶250 ` 59¶336¶615

機 械 及 び 装 置 51¶299¶485 ` ` 51¶299¶485 39¶897¶073 3¶433¶152 ` 11¶402¶412
有 形 固 定 資 産
（償却費損益内） 船 舶 47¶412¶641 603¶500 13¶650¶000 34¶366¶141 26¶711¶344 5¶621¶118 ` 7¶654¶797 （注１）

車 両 運 搬 具 7¶114¶257 ` ` 7¶114¶257 5¶419¶330 579¶504 ` 1¶694¶927

工 具 器 具 備 品 803¶211¶758 50¶926¶313 2¶079¶000 852¶059¶071 590¶196¶738 62¶629¶127 ` 261¶862¶333

計 1¶021¶979¶713 59¶755¶029 16¶346¶901 1¶065¶387¶841 686¶943¶603 79¶379¶423 ` 378¶444¶238

建 物 7¶252¶013¶283 303¶313¶893 ` 7¶555¶327¶176 2¶518¶943¶952 260¶951¶416 ` 5¶036¶383¶224 （注２）
構 築 物 1¶084¶920¶706 14¶499¶760 ` 1¶099¶420¶466 544¶609¶413 46¶660¶000 ` 554¶811¶053

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 及 び 装 置 1¶515¶554¶242 174¶398¶051 ` 1¶689¶952¶293 348¶494¶350 76¶311¶280 ` 1¶341¶457¶943 （注３）
船 舶 4¶641¶326¶936 ` 3¶169¶782 4¶638¶157¶154 1¶043¶436¶780 293¶878¶289 ` 3¶594¶720¶374

工 具 器 具 備 品 1¶783¶742¶970 34¶932¶192 ` 1¶818¶675¶162 1¶120¶538¶999 189¶029¶523 ` 698¶136¶163

計 16¶277¶558¶137 527¶143¶896 3¶169¶782 16¶801¶532¶251 5¶576¶023¶494 866¶830¶508 ` 11¶225¶508¶757

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

現金及び預金 1¶036¶211¶846 1¶036¶211¶846 0

未払金 491¶058¶815 491¶058¶815 0

~ 金融商品の時価の算定方法に関する事項
\ 現金及び預金、未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
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５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

] 政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成22年３月末利回り率を参考に1•395％にて計算しております。

６．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上かつリース資産の価額が固定資産計上基準額を上回るファイナン

ス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。
リース料総額が300万円未満又はリース資産の価額が固定資産計上基準額を下回るファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。
７．消費税等の会計処理
税込方式により行っております。

８．重要な会計方針の変更
該当ありません。

貸借対照表注記
１．運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額

1¶555¶986¶065円
２．運営費交付金から充当されるべき賞与見積額

102¶596¶577円
３．オペレーティングリース取引に係る未経過リース料
１）貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 4¶470¶480円
２）貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 8¶940¶960円

キャッシュ・フロー計算書注記
１．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は手許現金及び要求払預金からなっております。
なお、要求払預金には普通預金を含めております。

２．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金預金 1¶036¶211¶846円
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資金期末残高 1¶036¶211¶846円
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金融商品の時価等に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
当法人では、資金運用については短期的な預金に限定し行っています。

重要な債務負担行為
該当ありません。
重要な後発事象
該当ありません。
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